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令和６年度（2024 年度）第１回北海道食の安全・安心委員会議事録 

 

日 時：令和６年７月２９日（月）９：３０～１１：３０ 

会 場：北海道立道民活動センター かでる２・７ 820 研修室 

出席者：別紙のとおり 

 

(事務局) 

 それでは時間になりましたので、ただいまより令和６年度第１回北海道食の

安全・安心委員会を開会いたします。開会に当たり、北海道農政部食の安全・

みどりの農業推進監の山口よりご挨拶を申し上げます。 

 

(山口食の安全・みどりの農業推進監) 

 おはようございます。食の安全推進監から、食の安全・みどりの農業推進監

と、ちょっと職名が長くなりましたけれども、またこうして皆さんとお仕事を

一緒にできる体制になりました。北海道食の安全・安心委員会も長丁場になり

ますけれど開催にあたり、一言御挨拶させていただきます。 

  本当に日頃から、食の安全・安心に関する施策の推進にあたりまして、御理

解と御協力を皆さんにいただいております。ありがとうございます。この委員

会、食の安全・安心に係る重要事項を調査・審議していただく知事の附属機関

ということで、北海道食の安全・安心条例に基づいて、平成 17 年に設置されて

おりまして、今期で 10 期目となっております。 

  今年度は、食の安全・安心基本計画にも盛り込まれている「遺伝子組換え作

物」と「クリーン農業」に関する２点について審議をお願いしたいと考えてお

ります。 

  具体的には、遺伝子組換え作物につきましては、一般作物との交雑や混入の

防止を目的に制定しております条例の施行状況等を道が点検・検証するにあた

りまして、御意見をいただきながら専門部会に付託することについて、審議を

お願いするものでございます。 

  それからクリーン農業につきましては、現行の「クリーン農業推進計画」を

策定してから、今年で５年目となります。新たな計画を策定するに当たりまし

て、御意見をいただきたいと考えております。 

  道では、平成３年度から、農業者や関係団体などと一体となって、健全な土

づくりを基本に化学肥料・農薬の使用を必要最小限にとどめるクリーン農業を

推進しておりまして、30 年以上経過をしております。この 30 年間で、単位面積

当たりの農薬と主要肥料の出荷量は４割以上減少致しました。 
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  また、現行のクリーン計画策定後の令和３年には国が「みどりの食料システ

ム戦略」を策定して、翌年４年、道が 179 市町村と共同でみどりの食料システ

ム法に基づく「北海道基本計画」を策定しており、道内の農林漁業者が行う環

境負荷低減活動を促進することとしております。 

  また、先々月改正された食料農業・農村基本法におきましても環境と調和の

とれた食料システムの確立に向けた強いメッセージが込められているものと認

識をしております。道としては、こうした環境に配慮をした生産を重視する動

きや消費者の意識の変化というものを的確に捉えながら、次期計画を策定した

いと考えております。 

  本日は限られた時間ではありますけれども、委員の皆様には、忌憚の無い御

意見、それから御提案をいただきますよう、お願い申し上げ、開会にあたって

の挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

   

(事務局) 

 続きまして、副会長をつとめていただいておりました吉田委員ですが、コー

プさっぽろの役員改選に伴い退任願いの提出があり、新たに推薦のありました

犬島委員を任命しましたのでご報告申し上げます。それとともに副会長の選出

を行いたいと思います。 

 北海道食の安全・安心条例第 32 条に基づき、当委員会の会長及び副会長は、

委員の互選によるものとされておりますので、副会長の選出につきましては、

野口会長に進行をお願いいたします。 

  

(野口会長) 

 みなさんおはようございます。それではですね、今お話のありましたように

副会長の選出を行いたいと思います。まず皆さん、事務局からお話のありまし

たように互選ということになっておりますので、皆様の方から自薦他薦ござい

ましたらお願いしたいと思いますがいかがでしょうか。 

 この副会長の選出については委員の皆さんから御意見がないようでしたら事

務局案を用意しておりますので、御意見ないでしょうか。ありがとうございま

す。それでは、事務局からお願いします。 

   

(事務局) 

 はい。副会長は、北海道栄養士会常務理事の加藤委員にお願いしてはどうか

と考えております。 
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(野口会長) 

 はい、ありがとうございます。 

 ただ今、事務局から副会長を加藤委員にお願いしたいとの提案がございまし

たが、皆様いかがでしょうか。はい、ありがとうございます。 

 それでは皆様の御賛同をいただきましたので、加藤委員に副会長をお願いし

たいと思います。加藤委員には、こちらの副会長の席に移動をお願いいたしま

す。それでは、加藤副会長から一言御挨拶いただきます。 

 

(加藤副会長) 

 北海道栄養士会常務理事の加藤でございます。会長を補佐し、また消費者の

立場でこの会に参加したいと思っております。どうぞよろしくお願いします。 

 

(野口会長) 

 よろしくお願いします。それでは進行を事務局にお返しします。 

 

(事務局) 

 続きまして、本日の出席状況ですが、欠席の御連絡をいただいておりますの

は、大塚委員、菊谷委員、小塚委員、すずきもも委員、濱本委員です。あと、町

村委員が３０分ほど遅れると御連絡をいただいております。現時点で、委員１

５名のうち出席が９名、欠席が５名となっております。北海道食の安全・安心

条例第３３条の規定により、２分の１以上の出席をいただいておりますので、

本日の委員会が成立していることをご報告申し上げます。 

 議事に入る前に、配付資料の確認をお願いします。お手元の配付資料の中に

資料一覧というものをつけております。こちらに資料番号等一覧でありますの

で各自参考に確認いただければと思います。傍聴者の方々も含めて不足があり

ましたら事務局にお知らせ願います。 

 なお、議事の円滑な進行のため、御欠席の方を含め、委員の皆様には、可能

な範囲で、御意見や御質問を事前送付いただきました。池田委員から御意見御

質問をいただきましたので、皆様に資料番号がない資料、右肩に別紙と書いて

いる資料ですが、こちらを配付させていただいております。 

 池田委員からもらったものにですね事務局で加筆をしております。●印のつ

いている部分御質問ということで、この御質問につきましては、それぞれ資料

を説明する際に回答させていただきたいと思います。それ以外は、御意見とい

うことで報告事項に関する御意見につきましては、こちら業務の参考とさせて

いただき、審議事項に関する御意見は、それぞれの審議の際にコメントさせて
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いただきたいと思います。 

 それでは議事に移ります。これからの議事進行につきましては、野口会長に

お願いします。よろしくお願いいたします。 

   

(野口会長) 

 それでは、議事に入ります。お手元の次第に沿って進めてまいります。まず

本日は、議事として、お手元の次第にございますように報告事項が４本、諮問

事項が１本、意見聴取事項が 1 本でございます。 

 まず報告事項につきましては、事務局から４本まとめて説明していただいた

後に、御質問、御意見をいただきたいと思います。 

 その次、諮問事項につきましては、事務局から説明した後に質疑を行い、専

門部会に審議を付託することについて、この場で御審議いただきたいと思いま

す。 

 次の意見聴取事項につきましては、事務局から説明していただいた後に、御

出席の皆さんから御意見をいただきたいと思っておりますので、どうぞよろし

くお願いします。 

 それでは、最初の報告事項、アのですね「令和５年度食の安全・安心に関し

て講じた施策等に関する報告」の概要、イ 令和５年度食の安全・安心に係る通

報等の状況、ウ「令和６年度北海道食品衛生監視指導計画」の概要、エ 令和６

年度食の安全・安心に係るリスクコミュニケーションの開催計画についてです

ね、事務局から御説明をお願いします。 

 

(小谷課長) 

 はい。食品政策課長の小谷と申します。私の方から資料 1-1 から説明をさせ

ていただきたいと思います。座って説明をさせていただきます。資料 1-1 令和

５年度食の安全・安心に関して講じた施策等に関する報告の概要について説明

させていただきます。まず、１ページ目お開きいただいてですね、１の「情報

の提供」では、食品衛生に関わる情報や、水産物及び海水の放射性物質のモニ

タリング結果などの情報をホームページや、メールマガジン等を活用して提供

したことをはじめ、５の「緊急事態への対処等に関する体制の整備等」では、

厚生労働省等との連携を強化するなど、情報収集の体制を整え、保健所等を通

じて情報提供したこと、などを記載してございます。なお、下のグラフに記載

のとおり、食品衛生監視指導計画に基づく検査の実施率や農薬指導士の認定数

は、目標値を上回ってございます。 

 次に、２ページ目の『第２ 安全で安心な食品の生産及び供給』についてで
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ございますが、１の「食品の衛生管理の推進」では、国際水準ＧＡＰの導入促

進のための研修会の開催や、農業者等のＧＡＰ認証取得などを支援したことを

はじめ、５の「生産に係る環境の保全」では、堆肥等の有機質資材の適切な利

用の推進や、家畜排せつ物の適正管理の徹底と利活用の促進したことなどを記

載してございます。また、池田委員から御質問にもありましたけれども、下水

汚泥施用土壌における重金属類のモニタリング調査こちらも実施してございま

す。３ページのグラフに記載のとおり、国際水準ＧＡＰの認証数や有機農業の

取組面積は市場からのニーズもございまして、順調に増加してございます。 

 次に、『第３ 道民から信頼される表示及び認証の推進』についてでありま

すが、１の「適正な食品の表示の促進等」では、食品表示制度のセミナーの開

催や、事業者からの相談対応、景品表示法に係る調査や指導などを実施したこ

とをはじめ、２の「道産食品の認証制度の推進」では、制度の普及拡大に向け

た、運営懇談会を開催したこと、などを記載してございます。下のグラフにご

ざいます、道産食品登録制度の登録数は、新規の登録がある一方で、登録商品

の生産終了などにより減少しております。 

 次に、４ページ目の『第４ 情報及び意見の交換、相互理解の促進等』につ

いてでございますが、１の「情報及び意見の交換等」では、食品表示や食品衛

生など、道民の皆様の関心が高いテーマを設定し、リスクコミュニケーション

を実施したことをはじめ、３の「道民からの申出」では、「食品安全相談ダイ

ヤル」や保健所の窓口などで食品の安全・安心に関する相談を受けるとともに、

関係部局で情報を共有し、処理状況を確認・点検したことを記載してございま

す。下のグラフに記載のとおり、学校給食における地場産物の活用状況や北海

道米の道内食率は、堅調に推移してございます。概要の報告は以上でございま

す。 

 今概要を報告したんですけれども、この中でですね池田委員から質問がいく

つか各課にありますので、そちらの部分該当する課から報告・回答含めてお願

いできますでしょうか。 

 

（保健福祉部食品衛生課） 

 資料１-１の立入検査の実施率が目標値の２倍になっていることについてで

すが、令和３年６月１日に 3 年間の移行期間を経て HACCP の制度化が完全に施

行されたことを受け、特に HACCP に基づく衛生管理を行う施設の立入について

時間をかけて支援・指導するため、令和４年度計画から立入計画数を大きく減

少させて立入に時間をかけるという方針をとったところです。しかし、特に小

規模な施設については予想を上回る数の営業許可申請や営業届出があったこと
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及び令和５年５月の新型コロナ感染症の 5 類移行により、夏期・年末の一斉監

視で以前より多くの施設に立入検査を行うことができたことから、計画を超え

る数の立入検査を行うことで目標値の２倍の実施率となったところです。なお、

令和６年度計画の策定にあたっては、過去の実績を踏まえた上での立入計画数

を設定しております。 

 

（事務局） 

 ありがとうございます。続きまして資料 1-2 のイネの隔離距離に関しまして

は、資料 6-1 と重複しておりますので、資料 6 の方で説明したいと思います。 

次に適正な飼料給与のところについて畜産振興課さんから。 

 

(畜産振興課) 

 畜産振興課でございます。資料 1-2、P24 になります。今後の課題で一番最後

のところでございますけれども、安全安心な畜産物を提供するためには、健康

な家畜の生産が前提であり、適正な飼料給与の撤廃ということが書かれており

ます。この撤廃の意味が理解できないので説明をいただきたいという御質問で

ございました。これにつきましては資料の作成上、私どもの確認が徹底してお

らず大変申し訳ありませんけれども、これは適正な飼料給与の徹底と、撤廃で

はなく徹底が本来の趣旨でございまして、誤植というか誤字ということで回答

させていただきます。 

 

(事務局) 

 ありがとうございました。続いて資料 1-2 の P32 の部分、循環型社会推進課

から。 

 

(循環型社会推進課) 

 循環型社会推進課の酒井と申します。質問は、資料 1-2 の P32 でありますけ

れども、再生有機質資材とは下水汚泥を利用した肥料・有機物資材という意味

でしょうかという御質問ですが、再生有機質資材とはですね家畜糞尿などの動

物性残渣や植物性残渣を主としまして下水汚泥も含むものと考えております。

以上です。 

 

（事務局） 

 以上質問に対する回答でございました。続いて、報告事項のイについてお願

いします。 
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（環境生活部消費者安全課） 

 環境生活部消費者安全課の小林と申します。座って説明させていただきます。

資料２「食の安全・安心に係る通報等の状況について」御説明させていただき

ます。道では関係部局が連携し、消費者や事業者、国や他の都道府県から寄せ

られる食の安全・安心に関する通報等を食品表示 110 番や食品安全相談ダイヤ

ルや各保健所等で受けまして、その内容に応じて消費者への説明、業者への立

入検査など必要な対応や法令に基づく措置を講じております。はじめに、1 の

通報等の寄せられた内容についてのところでございますが、令和 5 年度の受理

件数は 293 件でございまして、前年度と比べまして食品に関する通報は増加し

ましたが、全体では 3 件の減少となっております。次に 2 の通報者別件数でご

ざいますが、通報 293 件の内、一般住民からの通報が 237 件、他機関からの通

報が 56 件となっております。3 の対応状況についてでございますが、293 件の

通報を受けまして、食品表示法や食品衛生法などに基づく立入検査を実施した

ものが 202 件、他機関へ回付したものが 19 件、その他の対応をしたものが 82

件となっています。最後に 4 の措置状況でございますが、令和 5 年度は命令指

示は行っておりません、文書指導を行ったものが 5 件、口頭指導を行ったもの

が 161 件、特に措置を要しないその他とした事案が 122 件、調査中の継続事案

となっているものが 5 件となってございます。なお通報等の対応・措置の流れ、

通報等の事例につきましては、参考資料 1 と 2 のとおりでございますので御参

照ください。以上食の安全・安心に係る通報等の状況について説明を終わりま

す。 

 

(事務局) 

 続きまして、「令和６年度北海道食品衛生監視指導計画」の概要についてお

願いします。 

 

（保健福祉部食品衛生課） 

 保健福祉部食品衛生課です。「令和 6 年度北海道食品衛生監視指導計画の概

要」について、お手元の資料 3-1 で説明いたします。まず、1 の「計画策定の趣

旨」ですが、食品衛生に関する監視指導等は、食品衛生法第 24 条に基づき、都

道府県等が毎年度「食品衛生監視指導計画」を定めて行うこととされており、

道においても近年の食の安全・安心をめぐる様々な問題や道内の食中毒発生状

況などを踏まえ、毎年、計画を策定しているところです。次に 2 の「重点的な

取組事項」についてですが、「（１）HACCP に沿った衛生管理の取組支援」につ
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きましては、平成３０年の法改正により制度化され、令和 3 年に完全施行され

ました「HACCP に沿った衛生管理」を道内の事業者が適切に実施できるよう、そ

の取組状況を確認し、必要な助言や技術的支援、講習会開催による人材育成を

行っています。「（２）の大規模食中毒等発生防止対策」につきましては、腸

管出血性大腸菌の対策として、浅漬、生食用食肉など非加熱食品の衛生的な取

扱い等を指導するほか、カンピロバクター属菌の対策として、鶏肉や関連調理

食品などの衛生的な取扱いや十分な加熱を、また、ノロウイルスの対策として、

調理従事者の健康管理や手洗いの徹底等を指導します。毒草や毒キノコを誤っ

て食べた食中毒では死亡する事例もあることから、道民に注意喚起を行います。

また、近年、発生件数が最も多いアニサキスによる食中毒については、販売店

などに対して魚介類の十分な加熱や冷凍処理、目視による虫体除去を指導しま

す。その他の取組については、資料を御覧いただきたいと思います。池田委員

からの質問にありました他都府県・市食品衛生担当部局との連携ですが、「メ

トラクロール及びアトラジンの土壌残留性と農作物への吸収移行性の検討」に

ついて、道内の研究機関や農食関連組織、生産現場への必要な注意喚起がされ

ているかということなんですけれども、御質問いただいたのが他都府県・市食

品衛生担当部局との連携についてというところになっており、保健福祉部では、

道内に流通する食品の安全性確保施策を効果的に進めるため、市で保健所を設

置しております札幌、函館、旭川、小樽市の食品衛生担当部局と常に密接に連

携しまして違反食品や食品等の苦情、食中毒などの食品による健康被害を疑う

事例などについて情報交換を行い、監視指導に役立てています。また、道外に

流通する食品等に係る違反や食中毒等が発生するおそれがある場合にも、速や

かに他都府県、市の食品衛生担当部局と連携し、必要な措置を講じています。 

 

(小谷課長) 

 はい、なお、御紹介いただいたですね長野県の事例につきましては、早速関

係部局に共有してございますので、情報提供ありがとうございました。 

 

(池田委員) 

 道内の市町村との連携という意味ですか、資料に書かれていたのは。 

 

(保健福祉部食品衛生課) 

 保健所を設置する市との連携です。 

 

(池田委員) 
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 あの、ここの連携という言葉は道内の市町村とあるいは他府県の市町村まで

含むのか、もし後者の意味も含むのであれば今回私が提示した長野県での情報

は非常に重要な情報だと思うんですね。それについてちゃんと連携がとれてい

るのかどうか、情報収集を行っているのか、ちょっと質問したい点であります。 

 

(保健福祉部食品衛生課) 

 道内の市町村の連携の部分で言いますと、保健所を設置している市との連携

ということで、保健所業務に関しては保健所を設置している 4 市との連携とい

う形になりますが、具体的に市町村と連携しなければならないような事案があ

る場合については、そのほかの市町村とも連携することがあります。道外の自

治体との連携については、食中毒事案ですとか違反があった場合というのが主

になって、あとは必要があれば、そのほか食品衛生に関わるような事案があれ

ば情報交換することもあるということで、こちらに書かれているメトラクロー

ル及びアトラジンについての情報については、当課の方では情報を得られてい

ません。 

 

(池田委員) 

そうすると積極的に他府県の情報を得る状況にないということですかね、現

状としては。自治体の研究所の、研究所報のようなものものものは現場レベル

では大事な情報になると思うので、できたらそういう情報もしっかり吸い上げ

られるような体制、北海道だけじゃないですけども全国的にそういう農協とか

消費者、農業生産者に必要と思われる重要度の高そうな情報は、少なくとも皆

さんの自治体のネットワークみたいなもの作ってもらえるといいんじゃないか

なと言うのが私からの意見です。 

 

(鈴木局長) 

 どうもありがとうございます。今、池田委員からお話のありました残留農薬

に関してですけれども、残留農薬につきましては、国の基準等がございまして

その都度収去して、検査して、残留農薬が出ないようにする仕組みとなってお

ります。ただ、今おっしゃったような他府県の残留事例については北海道の営

農の形態として秋に農薬まくかとか、栽培形態が本州と違うので、その辺どう

なるかというのがありますけれど、非常に貴重な資料をいただきましたので食

の安全・安心と言うことで関係機関と情報共有させていただきたいと思います。

どうもありがとうございます。 
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(小谷課長) 

 はい、それでは引き続いてですね、資料の 4、食の安全・安心に係るリスクコ

ミュニケーション開催計画、こちらについて、私の方から説明させていただき

ます。 

 

(保健福祉部食品衛生課) 

 申し訳ありません、もう 1 点池田委員から御質問いただいていたものがござ

いますので、申し訳ありません。 

 資料 3-2 の P15 で、告発についての具体的な作業を教えていただきたい、と

いう御質問をいただきましたので、食品衛生法違反の告発を行っているものは

ございませんが、その手続きについて説明します。違反事実が社会に与える影

響が大きい場合かつ違反内容が悪質で食品衛生法に基づく罰則を適用する必要

があると認めるときは、食品衛生関係行政処分等事務取扱要領に基づき、告発

状に関係書類、証拠書類及び証拠物件を添えて営業施設を所管する警察署長に

提出します。以上です。 

 

(小谷課長) 

 はい、失礼しました。それでは資料の 4、令和 6 年度食の安全・安心に係るリ

スクコミュニケーション開催計画についてでございます。因みに、「リスクコ

ミュニケーションとは、関係者がそれぞれの立場から相互に情報や意見を交換

すること」を言います。 

 資料４の表面にもありますとおりですね、第５次「北海道食の安全・安心基

本計画」の「第４ 情報及び意見の交換、相互理解の促進等」の１の施策の目

標にもありますとおり、消費者、生産者等が、食の安全・安心についての相互

理解と知識を深めることができるよう、リスクコミュニケーションの効果的な

実施に努めることとしてございまして、今年度につきましては、裏面のとおり、

テーマといたしましては、①食品の衛生管理、②遺伝子組換え作物等について、

③食品表示の理解促進についての３つを据えて、開催していくこととしてござ

います。 

 中でも、後ほど説明いたしまけれども、今年は「北海道遺伝子組換え作物の

栽培等による交雑等の防止に関する条例」（GM 条例）の施行状況等の点検・検

証の年に当たりますので、道民との意見交換やパブリックコメントなどを進め

て参ります。他の２つのテーマにつきましては、記載のとおりの取組を進める

こととしてございます。なおですね、これ以外にも予定していた課題等もござ

いますが、こちらについては、次年度以降、計画的にリスクコミュニケーショ
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ンを進めて参りたいと考えてございます。以上です。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。ただいま４つの案件について御説明いただ

きました。皆さんの方から御質問、御意見がありましたらお受けしたいと思い

ます。池田委員からはですね既に紙で御質問いただいたところですけれども、

そのほか御質問等ございましたら御発言いただけたらと思いますけれども、い

かがでしょうか。ございませんか。池田委員。 

 

(池田委員) 

 残留農薬について道内の道庁の方々、関係者ですね生産現場で出ないように

努めておられるのは十分理解しているのですけど、私が気にしているのはです

ね、そういう違反と言いますか、意図せぬ違反となる事態、事案を減らすため

に先程お話ししたような生産者自身では気付きにくいようなですね、残留農薬

のといいますか基準違反に当たってしまうような事案を減らしたいという意味

で、今日紹介したような事例を研究者や生産現場でシェアしていただきたいと

思います。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。それではですね（１）を終わりとさせてい

ただいて、諮問事項になりますが、それに入る前に今年度における主な審議事

項、この委員会で審議する主な事項について事務局から説明をお願いしたいと

思います。お願いします。 

  

(小谷課長) 

 はい、資料５をお手元にお願い致します。今年度の審議予定事項、今年度は

２つございます。 

 まず１つ目は、先程申しました「北海道遺伝子組換え作物の栽培等による交

雑等の防止に関する条例」（GM 条例）の施行状況等の点検・検証でございます。

この点検・検証は５年ごとに行うこととしてございまして、今年がその５年に

１度の年に当たります。 

 ２つ目は、「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」の策定についてでご

ざいます。現在の第７期の計画は令和２年に策定されておりまして、今年はそ

れから５年経過いたしますので、第８期計画の策定に当たり、本委員会に意見

を求めるものであります。 
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 裏面にスケジュールがありますが、裏面見ていただけますか、左の欄が本安

全・安心委員会の開催予定でありまして、今年は７月、11 月、2 月の３回の開

催を予定しております。 

 真ん中の欄が GM 条例の点検・検証、右の欄が「北海道クリーン農業推進計画」

の策定になります。GM 条例につきましては、内容が非常に専門的になってきま

すので、この点検・検証のための GM の専門部会が設置されていますので、こち

らに検証を付託することになり、２月の３回目の委員会で専門部会から検討の

結果を意見として受けることとなります。 

  また、クリーンの計画につきましては、この後、クリーン農業を巡る情勢を

説明いたしますので、それに対して、御意見をいただければと思います。その

後、11 月の第２回の本委員会では計画素案を、２月の第３回の委員会では、計

画案について、御意見をいただきたいと考えております。 

 これらのプロセスを経て、３月に GM 条例の点検・検証とそれから北海道クリ

ーン農業推進計画を決定・公表する予定でございます。 

 

(野口会長) 

 ありがとうございます。小谷課長から御説明いただいたように今年度のこの

委員会ではですね 2 つ、1 つは GM 条例の施行状況の点検と検証、もう一つは北

海道クリーン農業推進計画の策定となります。それではですね、次の議題、諮

問事項でございます。これは GM 条例のことでございますけれども「北海道遺伝

子組換え作物の栽培等による交雑等の防止に関する条例」（GM 条例）の施行状

況等の点検・検証について、事務局から説明をしていただいた後に、質疑を行

い、専門部会に審議を付託することについて、御審議いただきたいと思います。 

 それでは、まず事務局から説明をお願いします。 

 

(小谷課長)   

 はい、それでは資料 6-1 をお手元にお願いします。GM 条例の施行状況等の点

検・検証自体については先程もお話ししましたとおり専門部会にお願いするこ

とになりますので、ここでは、GM 条例とは何かですとか、点検・検証の流れに

ついて、御説明致します。 

 まず GM 条例の概要について御説明します。まず、この条例の制定の趣旨であ

りますが、「遺伝子組換え作物の開放系での栽培を規制することによって、一

般作物との交雑や混入を防止して、生産上及び流通上の混乱を防止し、遺伝子

組換え作物の開発等に係る産業活動と一般作物に係る農業生産活動との調整を

図るためのルールを定めたものであります。こちらにも記載のとおりですね、
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本条例は遺伝子組換え技術とかその技術を基に作られた作物を否定するのでは

なくて、道内における屋外での栽培に際してのルールを定めたものでございま

す。目的としてということで下の方見てください。３つあります。繰り返しに

なりますが、交雑や混入の防止、生産上、流通上の混乱の防止。2 つめが遺伝子

組換え作物の開発等に係る産業活動と農業生産活動との調整。3 つめと致しま

して道民の健康の保護及び本道の産業の振興、と定めております。 

 次に、この条例の対象範囲がここに書かれています。範囲と致しましては「国

が定めた法律『カルタヘナ法』で栽培等が承認された遺伝子組換え作物のうち、

食用及び飼料用のもの、隔離圃場において栽培を行うもの」となっております。 

下の図を見てください。まず、国の法律ですね、ここで、国内で生産・流通し

ても良い遺伝子組換え生物が決められています。その分類の中の、少し色がか

かっていますけれども、食用、飼料用、それから隔離圃場に分類されるものに

ついて、この北海道の条例でしっかり監視していきましょうという内容になっ

ております。 

 因みに、カルタヘナ法とは、と書いておりますけれども、カルタヘナ法とは、

正式名称がですね「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の

確保に関する法律」ということで、この法律ではですね、次の３点から生物多

様性への影響評価を行って、国内での栽培や流通を認めた作物などを定めてい

ます。ここには書いていませんが、3 つの観点で評価をされています。まず影響

評価の項目、観点としてはですね、1 つ目としては野生植物を駆逐しない、2 つ

目として野生植物等を減少させない、3 つ目として在来野生種と交雑して広が

らない。駆逐しない、減少させない、置き換わらないこの 3 つが確認されたも

のがカルタヘナ法で認められ国内で栽培しても良いよ、流通しても良いよとい

うことになっております。 

 因みに、資料６-２の３ページを開いていただけますか、ここにカルタヘナ法

に基づき承認された遺伝子組換え作物の一覧があります。これらが国内で栽培

してもいい、流通してもいいと国の法律で決められたものの数になります。全

部で 202 の作物が認められていることになっておりますけれども、実際は現実

はですね、現在国内で商用として栽培されているのはこの内、バラとファレノ

プシス、胡蝶蘭、花の類いだけとなってございます。 

 次に資料の 6-1 に戻ってください、制度の仕組みに入りますが、制度の仕組

みとしては開放系一般栽培においては、 

①として栽培者は、地域説明会を開催した後、知事に許可を申請することにな

ります。（②）知事は、食の安全・安心委員会の意見を聴取して、許可・不許可

を決定するとなっており、括弧書きになりますけれども、委員会の中に研究者
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からなる専門部会を設置して、ここで科学的見地に立って調査審議を行います。

今年の条例の点検・検証もこの専門部会にお願いすることとなります。 

③として、その結果として、知事は、栽培許可者に対し、必要に応じて勧告、

栽培中止命令、必要な措置命令、許可の取消などを行います。 

 なお、試験研究機関による研究圃場における試験研究目的の栽培については、

届出制になっております。 

 次に 3 ページ目を見てください、3 ページ目の下の方に交雑防止等の措置基

準として、遺伝子組換え作物を作付けするに当たっては、こういう基準を守っ

てくださいね、という基準を定めております。同種の作物から一定距離を離す

よう定めておりまして、例えば、イネであれば 300 メートル以上離すこととし

てください、出穂期いわゆる花が咲く時期に２週間以上の差をつけることでき

るのであれば、52 メートル以上離せば ok ですよ等ということを定めています。 

 次に資料６-２の２ページを開いていただけますか。GM 条例のポイントとい

うように書いていますけれど、ここの４つ目、近年、カルタヘナ法の承認を得

て、遺伝子組換えの観賞用の花きが国内で販売されるようになったことに伴い

まして、道では、２年前の令和４年７月に条例の適用対象を、カルタヘナ法で

承認された「食用、飼料用及び隔離圃場における栽培」とし、観賞用の花きな

どは対象外として、食の安全・安心を守るための条例であることを明確にする

改正を行ったところであります。 

 ２年前までですね、先程言った食用、飼料用のほかにその他という区分で観

賞用の花なども対象にしていたんですね。ところがですね、このような観賞用

の花が出てきたことによって、もともとこの条例は食の安全・安心を守るため

の条例というのが目的の大きな一つでありますので、食べるものではありませ

んので実際にその部分は条例の対象から外しましょうということで、２年前に

条例の改正を行ったところであります。そのことをここに書いてございます。

次に右の方を見てください。施行状況の点検・検証についてですが、○の１つ

目にありますけれども、過去に４度点検・検証を行っておりまして、いずれも

道民意識調査や、道民からの意見等を踏まえて GM 条例の見直しは行っておりま

せん。次に〇の３つ目になりますが、GM 条例に基づく知事への承認申請は、こ

れまで一度も行われたことはありません。 

 次に、資料６-３の点検・検証の手順であります。一番上の四角い枠の中、７

月 29 日と書いてありますが、ここににありますとおり、本日、この安全・安心

委員会の中で点検・検証の審議を遺伝子組換え作物交雑等防止部会、専門部会

に付託することになりましたら、今日午後から部会を行う予定になっておりま

すので、今後の進め方を審議していただきまして、今後は、道民からの意見聴



15 

 

取として、真ん中ぐらいに書いてありますが、今年の秋頃に予定している関係

者による意見交換会、それから道民意識調査、それからパブリックコメントと

いったことを開催して、これらの結果を踏まえて、第２回 1 月の専門部会を経

て、意見をいただきまして、２月の第３回食の安全・安心委員会で最終意見を

取りまとめ、年度内に点検・検証の結果を決定、公表する運びとなっておりま

す。私の方からの説明は以上なのですが、ここにもう 1 点だけ付け加えさせて

いただきたいのですが、この 2 年前にですね花の部分を条例からはずそうとし

たときに、当時の委員の先生方から御指摘がありましたのでそれをちょっと紹

介させてください。実際に御指摘があった食の安全・安心委員会では、食べる

ものについて、ただ観賞用の遺伝子組換えの花を除外するのは良いんだけれど

も、それがもし食用として出回ってしまったらどうするんですか、それはきち

っと守れるんですかという意見がございました。で、先程説明したカルタヘナ

法、国の法律ではですね、利用目的あそこで認めたのは食用と飼料用と観賞用

の３つだったんですけど、これが観賞用の花とその他というようになるんです

ね。実際これがもし食べるということであれば、利用目的が食用であればカル

タヘナ法でもまた食用作物の区分で承認を受けなければならないということが

ありますので、またそうなればこの GM 条例北海道の条例でも対象となってきま

すから、この委員会及び専門部会で改めて審査をクリアしなければ、道内での

栽培はできないという仕組みになっておりますのでその懸念はクリアできま

す、という説明をしてございます。またですね、仮に観賞用で購入した人が間

違って口にしないように、観賞用の遺伝子組換え作物に関する表示についても

関係者と意見交換を行って、遺伝子組換え技術を用いて開発した商品ですよっ

ていう表示をしてくださいね、というようなことも関係者と話をして、道民の

皆さんに対して適切な情報提供に努めてきたという状況にございます。私から

の説明は以上で、これに基づきまして資料６-４ですね、こちらに GM 条例施行

状況の点検・検証について諮問書の写しがありますのでお手元にお願い致しま

す。この内容について山口推進監から読み上げ致してもらいます。 

 

(山口推進監) 

 北海道食の安全・安心委員会、会長、野口伸様。「北海道遺伝子組換え作物

の栽培等による交雑等の防止に関する条例」の施行状況の点検・検証について、

北海道食の安全・安心条例第２９条第１項の規定に基づき、次のとおり貴委員

会に意見を求めます。諮問理由といたしましては、「北海道遺伝子組換え作物

の栽培等による交雑等の防止に関する条例」について、条例附則６の規定に基

づき、社会経済情勢の変化等を勘案し、この条例の施行の状況等について検討
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を加えるにあたり、貴委員会の意見を求めるものです。令和 6 年 7 月 29 日北海

道知事鈴木直道。よろしくお願いします。 

 

(野口会長) 

 それではですね、ただいま説明いただきました、GM 条例の点検・検証につい

て委員の皆様から御質問、御意見をお受けしたいと思いますけどいかがでしょ

うか。はい、お願いします。 

 

(小野委員) 

 小野と申します。栽培は地域説明会を開催した後というのですけど、地域説

明会というのは、どのような感じで行うのでしょうか。 

 

(小谷課長) 

 はい、仮にこの開放系で遺伝子組換え作物を栽培したいとしたときには、そ

この周りの関係者、生産者や地域住民、いわゆる地域の関係者を対象として、

こういう作物をこういう形で栽培したいんですけれども御意見いかがですか、

というようなことを地域に説明をして地域の方にご理解いただく、ということ

をまず前提としてやってもらわなければ、これはそれより先に進むことができ

ませんという基準でございます。 

 

(野口課長) 

 よろしいですか。 

 

(小野委員) 

 はい。 

 

(野口課長) 

 ほかはいかがでしょうか。では、鈴木委員お願いします。 

 

(鈴木委員) 

 バラとそれから胡蝶蘭が認定されて、現在道内でそれが栽培されてきている

のか、先程御説明のあったエディブルフラワーとして利用されるような危険性

というか、今の時点でそのようなことはないんでしょうかね。最近、食用、花

を食べるということがブームになりつつあるので、そこら辺の懸念は当然出て

くると思うんですけど。その辺いかがでしょうか。 
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(小谷課長) 

 ありがとうございます。食べる、エディブルフラワーがございますね。ただ、

先程言ったとおり遺伝子組換えで ok となったのはあくまでも観賞用というこ

となので、そこを食べるという、エディブルフラワーにするとなれば、それは

先程申し上げたとおり食用でもう 1 回国の法律をクリアしなければならないと

いうことになります。そうならないと法律違反になりますし、実際罰金等の罰

則も対象となってきますので、実際作ったところ、胡蝶蘭を作った石原産業さ

んも実際そういったことにならないように、自分たちが一番困るので、現実に

買われる方に説明を全部つけております、と話していますので、基本的にはな

いのかなと思っております。 

 

(鈴木委員) 

 流通経路が色々あって、いわゆる食品の経路とは違うのでしょうけれども、

使う側としては買ってしまえば自分がどう使おうが良いということになります

よね。普通は食べないと思うんですけども、どうなんですかねその辺の危険性

というのは。流通経路はいわゆる生花の販売と食用になる花の販売というのは

まるきり違うとは思うんですけど。花屋で買ったの食べちゃうという、そうい

うことはないんですかね。 

 

(鈴木局長) 

 いろいろ御意見あるかと思いますけれども、花を食べるというのは、エディ

ブルフラワーであれば通常食べるものとして認識されていると思うんですけれ

ども、普通の花屋さんに売っている花を食べるかどうかというのは、そこにな

るとなかなか。どのように栽培されているのかわからないし、農薬の問題です

とか、食用として販売されていないものを食べるというところで、まずはどう

かなとワンクッションあるかなと思います。青い胡蝶蘭、青いバラを食べるか

どうかというとですね、先程小谷課長から説明のありましたとおり流通段階で

できるだけのことをしています。 

 

(鈴木委員) 

 了解しました。 

 

(野口会長) 

 ありがとうございました。どうでしょうか、よろしいですか。はい、それで
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はですね、意見・御質問等出たかと思いますので、今後の進め方でございます

が、はい、どうぞ池田委員。 

 

(池田委員) 

 鈴木先生の話のとおりで、多分一番のポイントは２次繁殖を禁止するという

ようなですね、これを条例として決めていただきたい。そうすることによって、

１次製品を購入した人は販売会社からこういうことはしてはいけないよと先程

小谷さんが説明したとおり聞いているので、その聞いたなかで食用に利用する

というのは法律違反になるので、そういうことが起こることは考えがたい。た

だし、１次製品を購入した人が挿し木などで２次繁殖して、それを人にあげる

となると、最初に買った人は分かっているけれど、そこから 2 次繁殖の苗等を

分譲してもらった人にも１次製品の付帯情報が伝えられないと、食用にして良

いものかどうか分からなくなりますよね。条例としての落とし所としては観賞

用の遺伝子組換え作物を道内で販売するときは食用禁止と、２次繁殖禁止とい

うことを入れていただくのが望ましいのではないかと。もう一つ付け加えます

と花に遺伝子組換えとなりますと形や色が対象になります。色素系の改変は二

次代謝産物の改変にあたるので、一般的な筑波大の江面先生がやられているみ

たいな GABA のような機能性成分、良い成分を増やす、悪い成分が減るといった

ような単純な変異ではないわけですので、とくに二次代謝系は非常に複雑で今

の植物科学でも全体的にですね代謝物の安全な制御ができるとは考えがたいの

で、エディブルとして使われる可能性のある遺伝子改変花卉類のリスクを最小

限にするのであれば道庁がそういうものの販売に対して注意を周知するような

努力をする必要があると私は思います。以上です。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。事務局から何かございますか。 

 

(鈴木局長) 

 ただいまいただいた御意見については、遺伝子組換え作物交雑等防止部会の

方へ御意見あったことをお伝えして、検討するかどうかを含めて御議論いただ

きたいと思います。 

 

(野口会長) 

 すみません、一つ確認しても良いでしょうか。GM ということで、先程池田さ

んが話していた中のゲノム編集は GM ですか。 
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(小谷課長) 

 ゲノム編集もですね、いくつか種類があるんですけれど、外からの遺伝子を

中に組み込まない種類のゲノム編集はこの条例の対象ではない。 

 

(野口会長) 

 対象ではないと。 

 

(小谷課長) 

 そうですね、条例の対象外となっております。 

 

(野口会長) 

 江面先生のこれは GM ではないと理解しております。それと、池田委員。 

 

(池田委員) 

 最後に個人的な話ですが、一応僕江面先生の元で３年間遺伝子組換え植物の

安全性研究というのをやっておりました。経産省の遺伝子組換え実験支援に関

わる製品評価技術基盤機構のバイオテクノロジー研究所でも１年間研究させて

もらいましたので、遺伝子組換え実験関係の基礎知識については一般の研究者

よりもあると思っております。何かあれば私に聞いてもらえればと、どうぞよ

ろしく。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとございます。それではですね、今のようなことで今後点検・

検証、本件についてはですね、本委員会の専門部会として設置している専門委

員会で審議いただくのがベストでございますので、遺伝子組換え作物交雑等防

止部会に審議を付託してはどうかと思いますけれど、この案件を GM 部会に付託

するということでよろしいでしょうか。 

よろしいですね。それでは異議なしということで、そのようにさせていただき

ます。 

 はい、ありがとうございました。それでは、この案件につきましては、GM 部

会に付託することで、本件については終わりにしますけれど、この後、遺伝子

組換え作物交雑等防止部会の久保部会長、部会での審議についてよろしくお願

いします。 

 はい、それでは続いてでございますが、意見聴取事項の「北海道クリーン農
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業推進計画（第８期）の策定について」に移りたいと思います。 

 このクリーン農業の計画策定につきましては、１１月の第２回委員会で計画

の素案が事務局から示される予定でございます。本日ここでは、素案の作成に

向けて、御出席の委員の皆さんからですね「こういったことにもっと取り組ん

でほしい」、「こういうことが抜けているのではないか」というような御意見

をいただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、まず、事務局から説明をお願いします。 

 

(小谷課長) 

 はいそれではですね、資料の７－２をお手元にお願いします。まずこちらで、

クリーン農業を巡る情勢を説明して、続いて、その現状を踏まえた中での、新

たな計画策定に向けた考え方を説明させていただきます。 

 まず、７-２の１ページ目になります、「Ⅰ-１クリーン農業」とはというと

ころから、四角の囲みの中の説明を行いますのでこちらを御覧ください。クリ

ーン農業とは、まず、堆肥等の施用などによる土づくりに努めて、化学肥料や

化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるなど、環境との調和に配慮した安

全・安心で品質の高い農産物の安定生産を進める農業で、平成３年に本道が全

国に先駆けて提唱した取組でございます。下の「クリーン農業」の概念図にあ

るとおり、四角の外側の枠のところですね、白地で表される一般的な慣行栽培

から、右の方に矢印が上がっていっていますけれど、化学肥料や化学農薬を概

ね３割減らしたイエスクリーン農産物、５割以上減らした特別栽培農産物、一

番右上は、化学肥料や農薬を基本的に使用しない有機農業までを含めて取り扱

っています。 

 次に２ページ目お開きください。「Ⅰ-２これまでのクリーン農業の取組状況

と成果」といたしまして、まず左のグラフ、単位面積当たりの農薬出荷量は、

クリーン農業がスタートした平成３年度と比べて 49.7％減少しております。 

 次に右のグラフですが、単位面積当たりの主要肥料の出荷量は、これはクリ

ーン農業がスタートした平成３年度と比べて 39.1％減少しております。ただ本

道においてはですね、春先の低温の中でも初期生育を確保しなければいけない

ということもありますので、府県よりは肥料出荷量は多くなっております。 

 次に３ページ目お開きください。「Ⅰ-３クリーン農業技術の開発・普及」で

ありますが、クリーン農業の推進に不可欠な技術開発は、北海道立総合研究機

構において、これまでに 422 の技術が開発されておりまして、農業改良普及セ

ンターなどによる情報提供や技術指導を通じて、普及を図っております。下の

表にありますとおり、化学肥料の使用量を減らすための技術が 121、農薬の使用
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量を減らすための技術が 186 などとなっております。 

 次に４ページ目お開きください。「Ⅱ-１イエスクリーン表示制度の概要」と

いたしまして、イエスクリーン表示制度、これはですね、クリーン農業技術を

基に設定した有機物施用量、総窒素施用量、化学肥料施用量、化学合成農薬成

分使用回数などの基準を満たして生産した農産物に、左下にありますが、「YES！

clean マーク」などを表示する北海道独自の制度で、水稲、野菜などの６６品目

で展開しています。 

 赤マル囲みにもあるとおり、作物によってその農薬の削減率が異なっており

まして、試験を重ねて、減らしても収量や品質に影響が出ない水準を定めてい

ることから作物によって削減率が違っているという状況になっております。 

５ページ目。「Ⅱ-２YES!clean 農産物の生産及び流通」についてであります

が、表示制度に取り組む登録生産集団はですね、令和５年度末で全部で 220 集

団、水稲、ばれいしょなどの 50 作物を作付けしておりまして、その面積は

15,428ha で近年、作付面積や新規の登録生産集団が減少傾向であります。全道

の作付面積に占める割合は令和４年産で 4.6％となっています。また、下の表を

見ていただくと、各作物ごとの YES!clean の作物これがどのくらい占めてある

かを書いてあるんですが、トマトのように 45.9％と半分近くが YES!clean 農産

物の認証を受けているというような作物もあります。 

 次に６ページ目、「Ⅱ－３有機農業の推進」についてであります。まず、有

機農業とは何かという定義ですが、左下の水色の枠にありますが、化学肥料や

化学農薬を使用しないことなどを基本に、農業生産に由来する環境への負荷を

できる限り低減した農業生産の方法を用いた農業となっていますが、上の四角

枠に戻っていただいて、道では、令和４年３月に「北海道第４期有機農業推進

計画」を策定し、有機農業の総合的な施策を展開しているところでございます。

左下、この計画の内容が書いてありますけれど、この計画では、2030 年までに

道内での取組を 11,000ha まで広げることとしております。右のグラフですけれ

ども、令和４年度の有機 JAS 認証農家は道内で 332 戸で、取組面積は 6,226ha

となっている。 

 次に７ページ目では、「Ⅱ-４環境保全に向けた農業生産活動」についてとい

うことで、国際水準 GAP を導入している経営体は、320 経営体と増加傾向にあ

ります。 

 また、右下の環境保全型農業直接支払交付金として、化学肥料・化学合成農

薬を５割以上低減する取組と一緒に、地球温暖化防止に効果の高い取組などを

行う場合に、10a 当たり 800 円から 14,000 円を支援する仕組みとなっておりま

すが、その取組面積は拡大を続けておりまして、令和５年度で 21,311ha とな
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ってございます。以上、クリーン農業を取り巻く情勢を説明致しましたが、環

境重視の気運ですとか国の施策などもあって、クリーン農業は拡大している傾

向にございます。８ページ目は後ほど説明します。 

 資料７-１をお手元にお願いします、これは今ある現行の計画の概要版になり

ますので、こちらを使って、いままでの計画とその進捗がどうなっているかと

いうところを、かいつまんで説明します。４ページ目をお開きください。 

こちら施策の推進方針と展開方向についてでありますが、１としてクリーン

農業への理解の促進ということで、まずクリーン計画の理解促進が大事だとい

うことを定めております。この推進方針といたしまして、「環境との調和に配

慮して、クリーン農業に取り組む重要性を啓発するとともに、温室効果ガスの

発生抑制や生物多様性保全の効果などを、広く消費者や流通・販売事業者に発

信して理解を促進する」こととしておりまして、ここにある目標指標、これは

北海道クリーン農業サポーター数を 3,000 名までに増やしますという目標を立

てております。これは、北海道農業クリーンサポーターはなんだというと、会

議やイベントでクリーン農業の内容を説明し、理解した上で、この取組を応援

する意向を示していただいた消費者の方々にサポーターになってもらっている

状況です。これを 3,000 名まで増やすということで今年度中には目標を達成で

きると考えてございます。これコロナもあってですね、今のところ 1,500 名程

度なのでありますが、今年度において 3,000 人まで持って行きたいと考えてお

ります。 

 次に２番クリーン農業技術の開発普及、こちらお開きください。推進方針と

しては、「クリーン農業の一層の普及・拡大を図るため、道立総合研究機構と

連携しながら、地域の条件に即し安定したクリーン農産物の生産に向けた農業

技術の開発と普及を推進する」としておりまして、ここにも目標指標、環境保

全型農業の取組農家の割合を増やしていきますと目標を掲げていたのですが、

ここはですね、国の農業センサスの数値の割合からこの目標を持ってきていた

のですけれども、調査項目から削除されてしまったこともありますので、現在

検証できない状況になっているのですが、先程説明しましたとおり開発された

クリーン農業技術については、422 ということで順調に増加しています。 

 次に、３つめの YES!clean 農産物の拡大、こちらお開きください。推進方針

といたしましては、「クリーン農業をけん引する『YES!clean 表示制度』によ

り、クリーンな道産農産物への一層の理解と信頼を得るとともに、クリーン農

業に取り組む産地を拡大し、YES!clean 農産物の拡大を推進する」としておりま

して、作付面積については 15,000ha 程度となってございます。実際に登録生産

者の方々の高齢化ですとか、離農ということもありまして、今目標を下回る
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15,000ha という実績になってございます。 

 次に 8 ページ、有機農業の拡大のページを御覧ください、こちら推進方針と

しては、「有機農業への参入・転換の増加や経営の安定的な継続、有機農産物

等に対する理解の醸成や販路の確保等により有機農業の拡大を推進する」とし

ておりまして、目標指標 6,500ha に対しまして現在は順調に増えておりまして、

6,226ha となっております。先ほどご紹介しましたとおり有機 JAS の認定を受

けている面積が 6,226ha ということで、これ以外の有機 JAS の認定を受けてい

ないんだけれども有機に取り組んでいる方というのもいらっしゃいますので、

そういう方々を含めると道内で 7,400ha が有機に取り組む面積でございます。

実際拡大している要因としてはですね、酪農家さんの内、牧草に有機農業の手

法を取り入れている方が現在増えていることがあると考えられております。 

 次に 9 ページ目、最後のページです。５の「国際水準 GAP の推進」において、

推進方針といたしましては、「環境との調和など、持続的な社会づくりに貢献

するクリーン農業の取組拡大に向けまして、生産段階における国際水準 GAP を

推進する」としておりまして、目標指標は、国際水準 GAP 認証の取得数、目標

390 農場に対しまして、現在の数字は GAP 協会が把握している数値と道庁が独

自に把握している数字を合わせると 440 農場ということで目標は達成している

状況になっております。 

 次に資料の 7－２に戻っていただいて、８ページ目になります。こちらで第

８期の策定に向けて、クリーン農業の更なる普及・推進に向けてですね、これ

までの取組を点検・評価しながら、これから地域や関係者との意見交換、それ

から道民からの意見募集、それから現在行っています北海道食の安全・安心委

員会での審議等を経て、次期計画を策定していくこととしております。 

 この８ページの左に７期計画の柱、それから情勢の変化などを踏まえて第８

期計画にはこんなことで作っていったらどうかという柱の案を示したものでご

ざいます。これを説明しますので、これらに対し御意見をいただければと思っ

ております。 

 まず、真ん中情勢の変化ですね、国は「みどりの食料システム戦略」を策定

して、生産力の向上と持続性の両立を技術革新で実現することとしてございま

す。それから「改正食料・農業・農村基本法」の中でも、環境と調和のとれた

食料システムの確立が規定されたことを踏まえまして、右側の計画策定に当た

っては、クリーン農業に取り組んできた意義ですとかクリーン農産物の価値、

これらを関係者の間で改めて認識する必要があるのではないかと考えてござい

ます。 

それから情勢の変化のところで、スマート農業技術、これが幅広く活用され
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てきておりますので、クリーン農業においてもスマート技術を積極的に活用し

ていく必要があるのではないかと考えてございます。 

 また、環境に配慮した農産物への需要のことがここに書いてありますけれど

も、環境に配慮した農産物への需要は限定的といいますか、いわゆるニーズが

なかなか広がっていかないような状況、ニーズの拡大が緩やかでありますけれ

ど、作業コストなどが販売価格に反映されていない課題はありながらも、首都

圏とか海外ではクリーン農産物への需要が明らかになっていますので、そのよ

うなマーケットも見据えて取り組む必要があるのではなかと考えているところ

でございます。 

 次にその下の方でございますね、YES!clean に関して高齢化や担い手の減少

により YES!clean 登録集団は減少しておりますけれど、YES!clean の統一基準

で栽培を行うなどの特徴がありますので、新たな産地形成のための手段の一つ

として、YES!clean 登録制度を活用してはどうかということを考えてございま

す。 

また、 YES!clean の取組を端緒にですね、化学肥料や化学農薬をより削減し

た特別栽培とか有機農業へ深化していく方向も示すことができたらという風に

考えてございます。 

また、情勢の変化ですが、近年は小売店でも有機専用の棚ができたりとか、

有機加工品も多くなっておりますので、やはりそのニーズには積極的に応えて

いく必要があると考えてございます。最後になりますが、国は、新たな基本法

の中でも輸出を伸ばしていきましょうとしていることから、輸出に際しては、

輸出先国の衛生・検疫基準をクリアしやすいクリーン農産物や有機農産物を輸

出商材として進めていけたら良いと考えているところでございます。 

それから輸出に際しましては、輸出に必要になったり、有利に働く GAP 認証と

か有機 JAS 認証取得を進めていけたらと考えているところでございます。 

以上、８期計画のポイントでございます。説明は以上になります。 

 

(野口会長) 

 ありがとうございました。それでは、今説明いただいた内容について、まず

御質問等ありましたらお願いします。鈴木委員お願いします。 

 

(鈴木委員) 

 YES!clean が減ってそれで有機農産物が増えているというのは、一部そちら

に転換しているということではないですか。 
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(小谷課長) 

 はい、中にはそういう方もいらっしゃるかもしれないですけれども、やはり

先に説明しましたとおり有機が増えた理由はやっぱり酪農家の牧草に有機を採

用される方が多いということが一番の要因になっておりますので、そちらの方

が要因として大きいかと思っています。 

 

(鈴木委員) 

 ということは、YES!clean が残念ながら下火になっちゃっていると、高齢化と

かそういうことが理由ですね。 

 

(小谷課長) 

 そうですね、はい。 

 

(鈴木委員) 

 そこをもう一回増やす、復活させるのが最後にいわれていた、輸出とか産地

形成ですね、そういうことを考えておられると。 

 

(小谷課長) 

 そうですね、実際にクリーンはみんなで同じような基準を作りましょうねと

いうことになっていますので、新しい作物でも産地形成のためには一つのきっ

かけになりやすいと思われます。 

 

(鈴木委員) 

 分かりました、よろしくお願いします。 

 

(野口会長) 

 はい、まだ色々御質問あるかもしれませんけれども、これからですね、皆さ

んにですね御意見をいただきたいと思います。 

 その中でですね、事務局に対する質問があるということであれば、それも結

構ですのでよろしくお願いします。 

補足になりますけれど、前回、昨年度同様に分野ごとに 2～3 名で区切らせて

いただいて、それぞれの分野で御意見、御質問をいただければと思います。 

全ての出席委員の皆様から御発言いただきたいと思いますので、2 分程度でお

願いします。 

 それではまず生産現場のお立場から、町村委員と今成委員からですね御発言
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をお願いしたいと思います。 

 

(町村委員) 

 質問としては生産現場の動きというのもあると思うんですけど、農薬や肥料

の削減、3 割、5 割という話だったと思うんですけども、慣行値、慣行の利用量

っていうのがどういう風に求められているのかという、基準になるものについ

てお聞きしたいなという点があります。それと、これは現場というよりはクリ

ーン作物についてトマトの占有率が高いなと、植物工場の関係なのかなという

気もするんですけれども、そういった作物があるのであればそこの部分がどう

いう事情でそれだけ高いものなのか。現場の今のところの話としてはですね、

北海道に関しましては有機農業に取り組む農業者は、おそらく全国の農業者よ

り低いんではないかと思っております。なぜ北海道の農家が有機農業に取り組

まないかということに関しては、たくさん作ってたくさん売るという考え方を

基本に置かれる農家さんが多いからだと思っています。なぜかというと有機農

産物やクリーン農業の指定を受けたものだけで、最終的に農家の手取りがどう

なるだろうかということを考えるのが実状だと思います。仮にこういった取り

組みを進める場合には、音頭をとってサポーターの皆さんなどの力も借りなが

らということもあるでしょうけれども、現実問題として、農薬の場合北海道は

元々そんなに使わない土地柄だと思いますけれども、肥料を抑えるといった部

分に関してはその抑えた部分の肥料をどういった形で賄うのか、それがたい肥

であったり有機肥料であったりするんだと思うんですけれど、じゃあそれは一

体どこにあるのかといったような現実があったりもすると思うんですね。そう

いう背景があり圧倒的に有機資源となる資材の供給力が不足しているのではな

いかなと。本当にこれを真剣に取り組むんであればですね、クリーン農業を回

してくれるエコシステムみたいなものをですね、農業者だけではなく資材供給

するサプライヤーサイドまで含めてやっていかないと、仕組みだけは作っても

なかなか数字が上がってこない状況になるのかなという風に思います。一番に

要因は経済的なメリットがあることと思っています。以上です。 

 

(野口会長) 

 ありがとうございました。事務局何かありましたらお願いします。 

 

(小谷課長) 

 はい、まず慣行栽培に関しての基準については、町村委員がおっしゃるとお

り道でそういう基準を作っておりまして、試験研究などを重ねて慣行栽培にお
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ける基準を定めております。北海道の場合は元々クリーン農業ということを大

事に思っておりますので、慣行栽培の基準もクリーンの技術を入れて徐々に使

用量を落としているという実績があります。資料のグラフでも説明したんです

けれどもどこまでもずっと下がっていくわけではないと思っております。既に

クリーンの技術をもともとの慣行の方々も取り入れているという実態がござい

ます。それからトマトの割合がなぜ多いかといいますと、トマトの一大産地で

ある平取がまとまって全部 YES!clean に入っているということもあり、あのよ

うな数字になっています。その他に関しては御意見を色々参考にさせていただ

ければと思います。ありがとうございます。 

 

(野口会長) 

 それでは今成委員お願いします。 

 

(今成委員) 

 私の方からは、町村委員のお話にもあった部分も含めてお話しさせていただ

きたいと思います。町村委員からサプライヤーサイドも含めて広くというお話

ございました。まさしくその通りで北海道農業の環境に配慮した農業という方

向性は JA グループとしても取り組んでございます。化学肥料に堆肥を混ぜた新

たな肥料に取り組んでおり、今年から新たに供給できる体制を作ってございま

す。この堆肥入り肥料を今後増やしていきたいと思ってございます。この資料

の２ページにありますクリーン農業の現状と課題に記載されている通り、農薬

の出荷量、肥料の出荷量が想像以上にこの 30 年間で大きく減っておりますが、

更に、2021 年 5 月に策定されたみどりの食料システム戦略の中では 2050 年に

向けて肥料は 30%低減、農薬は 50%低減させるという目標がございます。これに

向けて取り組んでいかなければなりませんが、新たな技術が開発されないとこ

れはなかなか難しいと思われます。資料 3 ページにクリーン農業技術の開発状

況ということで化学肥料では新たな技術が 121、農薬が 186 となっております

が、新たな技術というのが現場に投入されないと、なかなかみどりの食料シス

テム戦略の目標に向かって進めていくのは難しいかと思いますので、是非、国、

道としても取り組んでいただきたいと思います。現地での試験についてはもち

ろん我々と一緒に取り組んでいただければと思います。新たな流れとして、バ

イオスティミュラントという人間でいうところのビタミン剤的な資材も少しず

つ出てきておりまして、今後生産現場にどのように投入されていくのかという

のを見ていかなければなりません。この資料の中でいきますと最後のページに

なりますが、町村委員の意見と重なる部分もありますけれど、ここに書かれて
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いますが、策定にあたって、クリーン農業の取り組んできた意義とか価値を改

めて認識する必要があるということ、また情勢の変化の中に記載がありました、

取り組みが販売価格に反映されず生産者の取り組み意欲低下が現実的にあると

思います。今年改正されました食料・農業・農村基本法の中に合理的な費用が

考慮された価格形成の方向性は示されましたが、具体的にこれからどのように、

消費者や流通業者の方々に価格や価値という部分に理解していただけるかにつ

いては、今後の議論であり、この委員会の中でも話題にしていただければと思

います。私からは以上です。 

 

(野口委員) 

 ただいまの意見について、コメントありましたおら願いします。 

 

(鈴木局長) 

 いろいろ御意見いただきましてありがとうございました。試験研究のことに

つきましては、道と国が率先して取り組んで、まさにその通りだと思います。

また、バイオスティミュラントのお話ありました。2 年くらい前にですかね、試

験研究の成果の中にもバイオスティミュラントを使った資材というのが、成績

会議の話題になったりもしまして、なかなか化学的なものではなくて生物的な

ものをという流れがあるのかなというように思います。そうしたバイオスティ

ミュラントに関しましては、要望があれば試験研究としていく流れもあります。

あと、クリーンの販売に関しましては意見として賜りまして、次回の検討の中

で反映させていければと考えております。 

 

（野口会長） 

 はい、ありがとうございます。それではですね、消費者のお立場から犬島委

員、小野委員、加藤副会長にお願いしたいと思います。まず犬島委員お願いし

ます。 

 

(犬島委員) 

 コープさっぽろ犬島と申します。よろしくお願いします。計画策定にあたっ

てということで、クリーン農業に取り組んできた意義やクリーン農産物の価値

を認識する必要があるということで、是非、消費者の方にもわかりやすい形、

理解しやすい形の情報提供をしていただければと思います。消費者としまして

は、価格の方はとても大事な視点になってきますが、安ければ良いというわけ

ではなくて、品質とバランスの取れた価格になることが消費者の信頼であった
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り理解につながるのではないかと思います。環境に配慮して持続可能な農業を

進めていくことで、未来の世代への責任だと考えてらっしゃるのかなと思いま

すが、私たちも安全な食品を安心して購入し続けられることが重要だと思って

おります。クリーン農業が推進されることで、北海道の農業が活性化されるこ

とに期待をしております。以上です。 

 

(野口会長) 

 まとめて伺いたいと思います。続いて小野委員、お願いします。 

 

(小野委員) 

 小野です。私もこの食の安全・安心委員になりましてから色々有機農業だと

か、色々場所を見せていただきまして、大変少しは理解を深めたなというよう

に感じております。それで YES!clean のマークをなるべく見つけるようにして

購入する、消費者の皆さんが集まった大会の後にはその話をするという風に心

がけてきましたけれども、先程通常品目とか首都圏のマーケットに大きく出し

たいというお話でしたけれども、田舎ではなかなか YES!clean のマークを見つ

けるというのができないんですよね。なるべく見つけたら購入するんですけれ

ども、なんか見つけにくいなと。販売の方法をもうちょっと我々にもわかりや

すい方法で提供していただきたいなというのと、コープさんがおっしゃったよ

うに情報をインターネットですとかそういうところに出してますよというんじ

ゃなくて、高齢者まだまだ多いので、もうちょっとわかりやすくお知らせをし

ていただきたいなという風に思います。以上です。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。それでは、加藤副会長お願いします。 

 

(加藤副会長) 

 北海道栄養士会加藤です。お話を色々伺って素晴らしい方向に進んで行って

欲しいと思っております。ただ栄養士会に所属している会員の多くが給食関係

を担っている人たちが多くて、その方達は、大量に購入して大量に消費すると

いう立場の人間なんですけど、そういった中では、使いたいけれど価格の問題

が一番大きなところだというあたりがあるんですね。資料の８ページ目の最後

に有機農産物の需要に応えていく必要があると、需要というのがどのあたりな

のか、一般消費者なのか給食関係者も含めてそういった需要を考えていくのか

というあたりを、今後調査などをされる中ではそういった調査も是非入れても
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らえればと思ったところです。ある程度生協の委員からも意見が出ていました

けれど、安ければ良いということではなく、高いのもなんだかんだ手を出せな

いということもあるんですね。ですからそういったことを含めて北海道をあげ

てのクリーン農業を進めていこうという、とても良いことだと思いますし、そ

れが北海道民の食料になっていく、口に入っていくこと自体とても良いことだ

と思ってますし、また、それが海外に売られていくと言いますか、道外に行き、

そして大消費地に行き、海外に行ってそういったものが北海道の農業を強くし

ていくということに重要なことだと思いますので、こちらの方で出ていました、

改めてこのクリーン農業を見直すというか認識を高めていくといったことを私

たち栄養士会含めて消費者がやはりそういうものが、もっとたくさん生産され

ていくそれを上手に活用していく消費者を育てていかなくてはいけないという

風に思っておりますので、私自身勉強不足で、こういった需要がどのくらいあ

るのかということまで知らないものですから、そういったことも、調査などが

ありましたら教えていただきたいと思いますし、今後調査するのでしたら消費

者と大量調理場といったところで気にしている人たちの意向調査なども調査し

ていただきたいという風に思いました。以上です。 

 

(野口会長) 

 ありがとうございました。ただいまの消費者の立場からの 3 名の方の御質問・

御意見についてコメントをお願いします。 

 

(鈴木局長) 

 犬島委員からはですね、消費者にわかりやすい価格が重要だということで、

品質と価格のバランスが大切ではないか、安全なものを広げていっていただき

たいと御意見いただきました。小野委員からはですね、なかなか YES!clean の

マークが見つけづらいと、販売方法がわかりづらいとお話がありました。この

出し方が工夫が必要なのかなと言う御意見だと承りました。加藤委員からは、

大量消費の部分とこだわりの人と YES!clean の販売先需要先のターゲットをど

こにするのか明確にした方が良いのではないかという御意見を伺いましたの

で、この辺りは次回の検討会の中で問題点等はっきりさせることができれば良

いかなと感じました。消費者の意向がどのようなところにあるのかということ

で、大量に使いたい人、それからこだわる人という風にどのような志向がある

のかといったところの調査が必要ではないかということを御意見として承りま

したので、そちらについても検討して参りたいと思います。御意見ありがとう

ございます。 
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(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。では続いて、研究者の立場からお願いした

いと思います。まず池田委員お願いしたいと思います。 

 

(池田委員) 

 今伺ったばかりの話なので、需要についてはですね有機食品の加工用これに

ついてコンソーシアムが民間で設立されております。皆さんご存じかもと思い

ます。作物的に言うとですね、小豆ですね一番求められているんでしょうけど

も、小麦・大豆はかなり順調に広がりつつあります。生産者ベースでですね。

需要についてこういう畑作物については少なくとも需要もあるしそれなりに経

済的に回る、という実態があるように思います。バイオステェミュラントにつ

いては、これはあくまでもサプリメントとして使う。農業の場合土づくりが一

番大事だと思いますので、バイオスティミュラントの使用というのを主体には

してはならないんじゃないかと私個人的には思っております。まず土づくりを

して、その上でプラスアルファでバイオステェミュラントを活用する。クリー

ン農業の価値についての議論があります、これは個人の私見ですけど日本の農

政としてはですね特に有機農作物については環境のための農業だと言う定義な

んだと僕は理解しています、世界的には日本以外のほぼ全ての国・地域におい

てはですね、有機農業というのは、基本的に一番求められているのは健康にな

るため、安全・安心な食料の提供を確保するための農業であると、健康に良い

あるいは安全それが第一です。その次に農業環境のためのもの、この 3 つくら

いがベースになっているかと思います。日本の場合は一番最初の人に対する影

響とか価値、人の健康に対する価値ということが政策的に欠落しておりますの

で、生産者や、消費者側から見てですね、なかなか価値を見いだせない。やっ

ぱり有機農産物ですとか、減農薬、減化学肥料の農産物が、人の健康とか安全

の確保につながるなどの、情報を集めていただいて、有機農業と言うより持続

的な農業、できるだけ化学的農薬を使わない農業を進めていただきたい。残留

性農薬については基準値以下であれば安全だと言うわけではないんです。基準

値以下であれば合法だと言うだけというのが多分正しい言い方だと思います。

なぜかというと我々は農薬を低濃度で長期間摂取した場合の人に対する悪影響

について、法制度では検討してません。あともう一つはですね、残留濃度の基

準が成人に対してのものだという理解をしております。ヨーロッパとかアメリ

カ、特にヨーロッパは胎児とか幼児ですね、例えば農薬ではありませんが、赤

カビ毒なんかは日本の基準に対しては幼児に対しては日本の基準値とヨーロッ
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パの基準値で 2 倍差があります。日本の方が 2 倍高いんですね。それぐらい格

差がある。人に対する農薬の毒性というものは、子どもとか女性、そういう性

別とか年齢上でも変わってくるはずです。一番大きな問題はとなっているのは、

子ども、体重比に対して摂取量が非常に大きいんです。当たり前の話ですけれ

ど。僕ら自身も含めて小さいときはなんぼでも食べられたのが、大人になって

食べなくなってくる。実際の厚生労働省による標準的な平均化されたそれに対

する残留農薬とか添加物のが決まってくるので、食欲旺盛な子どもは体重比で

大人よりも数倍食べているわけです。特においしいものにこだわる、メロンと

かカボチャとかですね、ウリ科は残留農薬が高い傾向があるんですけれども、

それらについて体重比について摂食量が非常に多い成長期の子どもとかそうい

うものに対するリスク評価の概念というのがない。今後日本の法制度の中にお

いてですね改善していくべきだと私は思います。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。それでは山﨑委員いかがでしょうか。 

 

(山﨑委員) 

 北海道大学の山﨑でございます。クリーン農業全体については特に言うこと

はありませんが、私は食品衛生の観点でお願いといいますか、資料 1 でも化学

合成農薬を低減させると安全・安心な高品質化になると書かれていますが、合

成農薬・合成品を使わなければ安全だということに対しては、少し私は反対意

見がありまして、天然なものを使えば安全なのかということになりますので、

この辺りについてはバランス良く科学的に最終的には判断をしていただきたい

と思います。また、食品の安全で何かトラブルが起こったりする場合は、多く

の場合、経済的に潤っていないときに横着なことをしてしまうため、トラブル

が起こりやすくなるのではないかと思います。クリーン農業も有機農業も継続

的に続けるためには、経済的に安定して経営が成り立つということが基本です

ので、うまくいくように何か施策を行っていただければと思います。 

 

 (野口会長) 

 ありがとうございました。それでは池田委員、山﨑委員の御意見についてコ

メントをお願いします。 

 

(鈴木局長) 

 御意見どうもありがとうございました。池田委員からは、土づくりが大事だ
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と、その上でいろいろな資材等活用していくべきであると御意見いただきまし

た。前半の報告でも御意見いただきました残留農薬につきましては、リスク評

価というのをちゃんとするべきではないかと御意見いただきまして、こちらに

つきましては関係部と共有させていただきたいと思います。山﨑委員からは化

学合成農薬イコール安全じゃないということではないと、適正な使用の仕方で

すとか基準というのが大事だということ、それから食品安全でいろいろな問題

が起きるときは、経済的に安定していないという背景があるという御意見があ

りました。こちらにつきましても、こちらでどのような施策を打っていけば良

いのかというのを含めて検討させていただきたいと思います。どうもありがと

うございました。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。それでは続いて研究者の立場から久保委員、

鈴木委員から発言をいただきたいと思います。まず久保委員お願いします。 

 

(久保委員) 

 はい、久保でございます。まず何度も出ている話なんですけれどもクリーン

農業を進める際に大事なのは、生産者がどのくらいインセンティブを得れるか

ということで、収入とやりがいという風にいえるかなと思います。クリーン農

業・農産物に対して私たちが、価値をあるんだということが世の中に広まって

くれれば、生産者もよしやってやろうという気になって、なおかつ収入も上が

るというのであれば、自然に進んでいくかなと思います。もう一つ、技術に関

してですけども、作物において新しい病気というのが出てきて、とりあえず病

気を抑える農薬を使わなきゃいけないという現状があるのと、抵抗性の品種は

頑張って作るんですけれども、どうしても収量が見劣りする場合が出てきます。

せっかくその抵抗性が強く農薬の回数減らしたり、いらないとかできるかもし

れないんだけれども、収量が見劣りするばっかりに優良品種にならないという

ケースもあると思うので、その辺少し考えていただければ、少なくとも農薬を

減らすという部分には対応できるのかなと思いました。以上です。 

 

(野口会長) 

 はい、鈴木委員お願いします。 

 

(鈴木委員) 

 鈴木です。みどりの食料戦略で有機農地 2050 年で 25％という目標、これは、
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今の会議は食の安全・安心委員会なんですけれども、実は SDGs ですよね。結局

持続可能な農業を実現するということが背景にあって、安全・安心よりも例え

ば石油燃料に由来する化学肥料を外部から大量に持ってきて、土地にいっぱい

投入して富栄養化してという農業を止めて、循環型にしようという話だと思う

んですよね。それを生産者も消費者も含めて啓蒙、教育していくというか、そ

ういう営みがこれから必要なんじゃないかなというように一つ思います。それ

から、先程 YES!clean が減っちゃった理由として高齢化ということがあるって

ことですけれども、生産者も就農者の年齢というか高齢化ということで担い手

がだんだんなくなってきた、これが農業全体の問題としてあると思うんですが、

そうなるとどう予想されるかというと法人化するしかないと思うんですよね。

これからの農業を担っていくのは法人組織、農業法人だと思うんですけれども、

そういう状況が生まれたときにクリーン農業を導入するには逆に言うとやりや

すいのかなという気もするんですよね。法人は収益を優先して考えると思いま

すけれども、そういういろんな農業法人の皆さんとどのようにクリーン農業を

進めていくかということを検討する、そういう意思疎通っていうんですか、そ

ういうことも必要になってくるんじゃないかと思いました。その 2 点です、以

上です。 

 

(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。事務局コメントお願いします。 

 

(鈴木局長) 

 久保委員からはですね、クリーン農業を進めるためには収入とやりがいが必

要じゃないかと、それから技術開発については農薬を減らしていくという一方

で収量が低下するとなかなか抵抗性品種を作っても優良品種にならないんじゃ

ないかと御意見ありました。こちらの方につきましては、試験研究の担当部署

も本日来ておりますので、御意見として承りたいと思います。また、鈴木委員

からはですね、持続可能な農業、循環型というのがこれから大切じゃないかと

いうことで、北海道としてはずっと前からクリーン農業、有機農業を進めてき

たわけですけども、最近になってみどりの戦略ということで国を挙げてやろう

ということになっております。道としては計画的に SDGｓに資するクリーン農

業等については進めて参りたいと思いますし、委員から御意見のありました、

高齢化・担い手の減少に対応していくためにもクリーン農業を進めていく対象

者をどうしていくのかという御意見もいただきましたので、こちらも検討させ

ていただきたいと思います。ありがとうございました。 
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(野口会長) 

 はい、ありがとうございました。それでは皆さんから御意見いただきました。

ありがとうございます。最後に私から考えを述べさせてもらいます。まず、北

海道のクリーン農業、有機農業を推進するということについてはですね、今何

度も皆さんからお話のありましたように、日本政府はみどり戦略、世界的には

欧州では Farm to Fork 戦略で 2030 年までに 25％を有機農業とするという日本

以上に高い目標を設定しています。日本は 2050 年までに 25％ということでご

ざいまして、いずれにしても有機農業は世界的な方向であるということであり

ます。そういう点で北海道農業の 30 年前に推進していたとおっしゃられたと思

いますけど、30 年前からそういった方針で進められていたということに敬意を

表したいと思いますし、素晴らし取組だったのだなと思いました。これを更に

進めていく上で、私として思うのは、この「第 8 期計画の策定にあたって」に

も書いてありますけれども、やはり生産性を落としてこれを実現するというの

は非常に私は難しいと思っております。ある技術によって農薬使用量それから

化学肥料の使用量を減らしていく、そういう戦略をとらざるを得ない。手前味

噌で恐縮ですけれども、やはりスマート技術なんですよね。どこの国でも、日

本政府の農業・農村基本法の中でもちゃんと明記されておりますし、世界的に

も先端技術によってその問題をできるだけ解決していこうという方向にありま

す。例えば水田農業については合鴨農法が出ております。これによって除草剤

を減らすことができた。非常に除草剤の使用量が多いんですね、日本。そのた

めに合鴨農法のようなロボットを走らせることによって、農薬使用量を減らす。

畦畔の草刈りについても、ルンバのようなロボットが検討されていますから、

そういうような物理的な手法がとても重要でございますし、それに生物的な手

法、先程バイオスティミュラントの話がありましたが、これによって農薬が減

るとは思えないです。肥料が少し減るのかなという程度かもしれませんけど。

結局ですね、そこには生物農薬等があると思うんです。新しい技術開発、導入

していくということを進めていかないとですね、なかなか実現はしないだろう

という風に思います。更に皆さんがおっしゃられたように、生産者がリターン

というか、そういう栽培を農業をすることについてリターンがあるかというこ

とが非常に重要だと思いますけれど、これについては政策的に検討いただくこ

とがベストでしょうし、一方で今世界的に有機農業、そういう風な農業でない

と農産物として認められないという方向なると私は思っている。ただ、すぐで

きるかというとなかなか時間がかかるかもしれませんけれど、世界的に上位価

値としてくるであろうと思っておりますけれど、やはり足元ではそういうこと
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はなかなか難しいので、ぜひ良い方法を、マークだけじゃなく何かインセンテ

ィブが得られるようなものをぜひ考えていただければと思っているところでご

ざいます。いずれにしても、とても大切な取組だと思いますので、ぜひ第 8 期

の策定ですね、良いところで策定いただければと思うっているところです。時

間も参りましたけれども。今いただいた意見を参考に事務局は８期計画の素案

の作成をよろしくお願いします。 

それでは、以上で今日の議題終わりでございます。その他事務局からございま

すか。 

 

(事務局) 

 ございません。 

 

(野口会長) 

 それではですね、お手元の次第で予定しておりました議題全て終了致しまし

た。長時間の御審議ありがとうございました、それでは進行を事務局にお返し

致します。 

 

(事務局) 

 会長ありがとうございました。閉会に当たりまして農政部 山口推進監から

ごあいさつ申し上げます。 

 

(山口推進監) 

 皆様本日は限られた時間ではありましたけれど、活発な御議論いただきまし

てありがとうございます。いただきました意見、遺伝子組換え作物での関係で

は特に改正後の動きですかね、この部分についてエディブルフラワーの問題で

あったり、食されることへのリスクであったり、二次繁殖への懸念といった御

意見をいただいたということを専門部会の方へ申し送りさせていただきたいと

思います。また、クリーン農業の推進計画につきましては、それぞれ生産サイ

ドの方からは新しい技術開発の問題、それからサプライヤーを含めた肥料供給

であったり、価格の面、それから消費者サイドの皆さんからも品質と価格、そ

れから消費者への周知の仕方であったり、ターゲットについての問題点、それ

から研究サイドの農業の土づくり、慣行栽培のリスクの評価、一方で化学合成

農薬、天然由来のバランスが重要ではないかという部分、そして共通してどう

してもリターンというか収入と価値のためにどうやったらそれが得られる仕組

みができるかと、スマート農業のような先端技術の部分あるいは生物的な手法
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を加えつつ、それを増やしていくような仕組みといった部分が重要でないかと

いう意見がございました。それらの意見をこれから素案計画に向けて反映させ

ていただきたいと思います。貴重な御意見本当にありがとうございます。会長

を始め委員の皆様、本当に改めて御礼申し上げたいと思います。私個人的な思

いというか、5 年前この計画を作ったときにたまたま食品政策課の今の小谷課

長の立場であったり、その後の有機農業の計画の見直しであったり、遺伝子組

換え条例の改正の時は局長だったりということで、非常に最近、8 期、9 期そし

て今 10 期の皆さんとお付き合いをさせていただいております。またこうしてこ

の 5 年間で時代は環境という本当の意味で、この 5 年間が現実味を帯び食料・

農業・農村基本法の世界におりてきたなと。環境に配慮しないと企業もそうな

んですけれど相手にされない時代になってきたんではないかと本当に感じてお

ります。そういった中では計画をしっかり作って、皆さんの御意見を踏まえな

がら時代に合った推進計画を。それとどうしてもクリーン農業、YES!clean の面

積がどんどん下がってきた。有機の部分は増えているんだけども、それはやっ

ぱり政策的な酪農や肉牛の飼料の部分が増えている。これはインセンティブの

ある国費だったりしていますので、一つ高齢化とともに YES!clean をグループ

でやってる、集団でやっているところが減ったりしてきていることもあると思

います。一方で特別栽培農産物というのが取り組んでいる農家が増えてきてい

る、そういった部分も次回に向けてデータを整理しながら、皆さんにお示しし

ていきたいなという風に考えております。本当にお忙しい中、御出席いただい

て御審議いただきましたこと改めて御礼申し上げたいと思います。今後とも、

北海道の食の安全・安心の確保についてご支援ご協力をたまわりますよう、重

ねて御礼申し上げ、閉会の挨拶とさせていただきます。本日は本当にありがと

うございます。 

 

(事務局) 

 以上をもちまして、本日の委員会を閉会させていただきます。なお、本日お

配りした資料は近日中に道のホームページに掲載し、委員の皆様に掲載先の URL

をメールでお知らせいたします。お手元の資料で御使用されないものがござい

ましたら机の上に置いたまま御退席いただいてかまいません。皆様お疲れさま

でした。 


